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Ⅰ 計画の策定 

１ 策定の趣旨 

  近年の尐子高齢化や核家族化の進行、建物の老朽化等に伴い、空き家は全国的に増加

しており、総務省の「住宅・土地統計調査」によると、平成 30 年 10 月現在、全国の空

き家は 846 万戸に上っています。 

  空き家の多くは適切な管理がなされているものの、一部の空き家では、そのまま放置

すれば倒壊のおそれや、著しく衛生上有害となるおそれがあるなど、その対策は喫緊の

課題となっています。 

 本町においては、平成 25 年４月に「小山町空き家等の適正管理に関する条例」を制定

し、危険な状態にある空家等への対応手続き等を定めました。しかしながら、危険な空

家等の所有者が不明なケースや、空家等の所有者が家屋の撤去費用を負担できない、ま

た、撤去により固定資産税等の住宅用地特例措置1が受けられなくなるといった経済的な

理由などから、必ずしも危険な空家等の撤去が進んでいるとは言えない状況にあります。 

 こうした中、国では、空家等に対する施策を総合的に推進するため、平成 26 年 11 月

に「空家等対策の推進に関する特別措置法（以下、「法」という。）」を公布し、平成

27 年５月に全面施行しました。 

 法では、市町村は、国が定める基本指針に即した空家等対策計画を策定できるものさ

れたほか、空家等対策計画の作成・変更・実施に関する協議を行うための協議会を組織

することができるものとされました。また、市町村長による空家等への立入調査や特定

空家等2に対する措置、空家等の利活用促進などについて規定されました。 

これを受け、本町では、空家等の利活用促進と特定空家等の解消の両面から総合的な

対策を講じ、着実に推進していくため、この計画を策定します。 

 

 

「空家等」の定義（法第２条１項） 

建築物又はこれに附属する工作物※であって居住その他の使用がなされていない

ことが常態※であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）を

いう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

※ 「工作物」には給水装置等を含む。 

※ 「常態」とはその状態が概ね１年以上継続しているものをいう。 

                                                   
1 居住の用に供する家屋の敷地について、固定資産税の課税標準額を６分の１（200 ㎡以下）又は３分

の１（200 ㎡超）とする措置。 

2 ①倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態、②著しく衛生上有害となるおそれのある状態、

③適切な管理が行われないことにより著しく景観を損なっている状態、④その他周辺の生活環境の保全

を図るために放置することが不適切である状態 にある空家等。 
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 ＜特定空家等の判断基準＞ 

特定空家等の判断基準は、原則として国のガイドラインによるものとしますが、これ

以外のケースであっても、個別の実態に応じて適切に判断することとします。 

 

● 国のガイドライン（概要） 

状態（法第２条２項） 左の例示 

① 倒壊等著しく保安上危

険となるおそれのある

状態 

●建築物が倒壊等するおそれ 

・建築物の著しい傾斜、基礎の破損、土台の腐食等 

●屋根、外壁等が脱落、飛散等するおそれ 

●擁壁が老朽化し危険となるおそれ 

② 著しく衛生上有害とな   

るおそれのある状態 

●吹付け石綿等の飛散の可能性が高い 

●浄化槽等の放置等による汚物の流出、臭気の発生 

●排水等の流出による臭気の発生 

●ごみ等の放置、不法投棄が原因による臭気の発生や、ね

ずみ、はえ、蚊等の発生 

③ 適切な管理が行われな

いことにより著しく景

観を損なっている状態 

●適切な管理が行われていない結果、既存の景観ルールに

著しく適合していない 

●屋根、外壁等が汚物や落書き等で外見上大きく毀損又は

汚損したまま放置 

●多数の窓ガラスが割れたまま放置 

●立木等が建築物の全面を覆う程度まで繁茂 

④ その他周辺の生活環境

の保全を図るために放

置することが不適切で

ある状態  

●立木の枝等が道路等にはみ出し、歩行者等の通行を妨害 

●空家等に住みついた動物のふん尿その他の汚物の放置

による臭気の発生 

●シロアリが大量に発生し、近隣の家屋に飛来するおそれ 

●門扉が施錠されていない、窓ガラスが割れている等不特

定の者が容易に侵入できる状態で放置 

 

 

◎「特定空家等」に認定されると… 

  ⇒ 町は所有者等に対し撤去、修繕などを行うよう、助言、指導、勧告、命令を行うこ

とができる。 

   ⇒ 勧告を受けた場合は固定資産税等の住宅用地特例措置が受けられなくなる。 

   ⇒ 命令に従わない場合は、行政代執行による撤去が可能となる。 

   ⇒ 立入調査を拒否した場合、又は命令に違反した場合は、過料が科せられる。  
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２ 計画の位置付け 

  この計画は、法第６条の規定に基づき、本町の空家等に関する対策の総合的かつ計画

的な実施を目的とする計画であり、小山町第４次総合計画後期基本計画を上位計画とし、

他の関連する計画と整合を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ－１ 空家等対策計画の位置付け 

３ 対象とする空家等及び種類 

（１）対象とする空家等 

本計画の対象とする空家等は次のとおりとします。 

 

① 区長会、町民等から情報提供のあったもの 

② 所有者から利活用や除却等について相談のあったもの 

③ その他、町の調査等で把握したもの 

 

（２）空家等の種類 

   対象とする空家等の種類は、利活用可能な空家等、特定空家等を含むすべての空家 

等とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空家等対策の推進に関する

特別措置法（H27.5 ） 

空家等対策の推進に

関する基本指針（国） 

第４次総合計画後期基本計画 

空家等 

対策計画 

法第５条に 

基づき策定 

即する 

他の関連計画 

・環境基本計画 

・

・その他 

整合 

＜ 小 山 町 ＞ 

小山町空き家等の適正管理に関する条例（H25.4 施行） 

即する 

整合 

空 家 等 

特定空家等 
利活用可能 

な空家等 

その他の空家等 

図Ⅰ－２ 空家等の種類 
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４ 対象地区 

  本計画の対象地区は、小山町全域とします。 

 

５ 計画期間 

  計画期間は、令和２年度から令和６年度までの５年間とします。 

 

（参考：法と条例の相関図） 

 

小山町空き家等の適正管理に関する条例 

（平成 25年４月 施行） 

 空家等対策の推進に関する特別措置法 

（平成 27年５月 全面施行） 

・目的（１条）  ・目的（１条） 

・定義（２条）  ・定義（２条） 

・民事による解決との関係（３条） 

⇒民事による事態の解決を妨げない 

 
・空家等の所有者の責務（３条） 

・所有者等の責務（４条）  ・市町村の責務（４条） 

・情報提供（５条） 

⇒町民による情報提供 

 
・基本指針（５条） 

・実態調査（第６条） 

⇒必要に応じ空き家等の調査 

 
・空家等対策計画（６条） 

・立入調査（第７条）  ・協議会（７条） 

・指導・助言（第８条）  ・都道府県による援助（８条） 

・勧告（第９条）  ・立入調査（９条） 

・支援（第 10 条） 

 

 

 

 

・空家等の所有者等に関する情報の利用等（10 条） 

・寄附の申出（第 11 条） 

⇒所有者等からの寄附の申出 

 
・空家等に関するデータベースの整備等（11 条） 

・命令（第 12 条）  ・所有者等による空家等の適切な管理の促進（12 条） 

・公表（第 13 条） 

⇒命令に基づく措置を講じないとき 

 
・空家等及び空家等の跡地の活用等（13 条） 

・行政代執行（第 14 条）  ・特定空家等に関する措置（14 条） 

・協力依頼（第 15 条） 

⇒警察等関係機関への協力依頼 

 
・財政上の措置及び税制上の措置等（15 条） 

  ・過料（16 条） 

図Ⅰ－３ 法と条例の相関図 

 

 

 

 

⇒助言、指導、勧告に従い措置を行う者に

対する支援 
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Ⅱ 空家等の現状（総務省統計局「平成 30 年住宅・土地統計調査結果」から引用） 

１ 全国の状況 

（１）空き家数及び空家率の推移 

  総務省の「住宅数概数集計3」によると、平成 30 年 10 月現在の全国の空き家数は 846

万戸、空き家率は 13.6％となっており過去最高となっている。このように、昭和 63

年から平成 30 年までの 30 年間にかけて 452 万戸（114.7％）の増加となっている（全

国総住宅数は 6242 万戸 前回比 3.0％増で減尐傾向）。 

 

図Ⅱ－１ 空き家数及び空家率の推移（全国） 

（２）空き家の内訳 

   空き家 846 万戸（平成 30 年 10 月現在）の内訳をみると、別荘などの「二次的住宅」

38 万戸を除いた空き家数及び空き家率は、それぞれ 808 万戸で 12.9％となっている。

平成 15 年以降，「賃貸用の住宅」の割合は低下を続ける一方で、「その他の住宅」の

割合は上昇を続けている。 

 
 

                                                   

3. 調査結果を早期に提供することを目的として、住宅総数、空き家の総数等の概数を、確定数の公表に

先がけて公表するもので、今後公表する基本集計等の確定数の数値とは必ずしも一致しない。 
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3.5％ 
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38万戸 

4.5％ 

全国空家総数846万戸 

図Ⅱ－２ 空き家の内訳（全国） 
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２ 本町の状況 

（１） 空き家数及び空家率の推移 

平成 30 年 10 月現在における本町の総住宅戸数は 7,950 戸で、そのうち空き家総数は

1,520 戸で 19.1％となっており、年々増加傾向となっている。 

 

図Ⅱ－３ 小山町の空き家数及び空家率の推移（平成 30 年 10 月現在） 

 

（２）空き家の内訳 

本町の空き家総数 1,520 戸（平成 30 年 10 月現在）の内訳をみると、賃貸用の住宅が 930

戸で 61.1％を占め、別荘などの二次的住宅が 110 戸で 7.2％、その他の住宅が 480 戸で

31.5％となっています。なお、売却用の住宅は 0戸となっています。 

 

図Ⅱ－４ 空き家の内訳（平成 30 年 10 月現在） 
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（３）本計画の対象とする空家等の状況 

   令和２年３月末時点で、区長会、町長等から情報提供のあった本計画の対象となる

空家等の報告は、62 戸でそのうち解決（解体や流通など）したのは計 19 戸（下記表

⑥）となっています。また、解決した 19 戸のうち、特定空家等（区分 D）の解決は 10

戸となっている。 

これらの空家等について、職員による現地調査を行い、外観の見た目で次のとおり

Ａ～Ｄの４段階に分類しました。（Ⅳ具体的施策・２－（２）現地調査等の実施 参

照） 

 

 

  ●空家等の分類（令和２年３月末時点） 

地 区 成美 明倫 足柄 北郷 須走 合計 

登録件数 25 6 4 6 21 62 

内
訳
（空
家
分
類
） 

A ① 活用が可能 7 0 0 2 6 15 

B ② 活用が困難 5 2 1 3 5 16 

C 

③ 険な状態等であるが 

周囲へ影響が及ぶ恐れが

ない 

8 2 0 1 5 16 

D 

④ 険な状態等であり 

周囲へ影響が及ぶ恐れが

ある 

⇒特定空家等 

5 2 １ 0 4 12 

⑤ その他分類空家(未判定など） 0 0 2 0 1 3 

解決 

⑥ 件数 6 3 3 3 4 19 

解決率（⑥÷登録件数） 24.0% 50.0% 75.0% 50.0% 19.0% 30.6% 

⑦ 空家等件数（時点） 

当初登録件数-⑥解決件数 
19 3 1 3 17 43 

表Ⅱ－１ 空家等の現地調査による分類（小山町） 
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Ⅲ 基本方針 

１ 基本的な考え方 

（１）所有者等の責任 

法第３条では、空家等の所有者又は管理者（以下、「所有者等という。」）は、周

辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努める旨、規定され

ています。 

   本町では、空家等の管理は第一義的には所有者等の責任において行われるべきである

という立場に立ち、空家等が発生した場合には、まずは、所有者等に適切な管理を求め

ることとします。 

 

（２）本町の取組 

   空家等が発生した場合、有効活用が可能な場合はその流動化を図ることにより、本

町への移住・定住の促進につなげることができます。また、空き店舗の場合には、町

内で新たに創業を希望する方に、当該店舗を創業の場として活用していただくことも

可能となります。 

このように、空家等の有効活用は地方創生につながることから、本町では空家等の

有効活用を積極的に支援しています。 

   一方、特定空家等の場合には、防災面や環境面、防犯面等で周囲に悪影響を及ぼす

おそれがあることから、公益確保の観点から、所有者等に対し改善に向けた取組を促

していくこととします。 

 

２ 取組の基本方針 

（１）空家等の発生予防及び適切な管理の促進 

空家等の発生を予防するとともに、空家等が発生した場合には適切な管理がなされ 

るよう、相談窓口（ワンストップ窓口）の設置、町民等への啓発及び、所有者等に対 

する助言・指導を行います。 

 

（２）空家等の調査及び情報管理 

町民と協働で空家等の情報を収集し、現地調査を実施します。また、空家等の情報 

を常時把握できるように、空家等データベースを構築します。 

 

（３）空家等の利活用促進 

不動産バンクの活用をはじめ、各種補助制度の活用により、空家等の利活用を促進

します。 

 なお、利活用促進に当たっては、関係機関との十分な連携を図ります。 

 

（４）特定空家等に対する措置 

特定空家等と認定された空家等については、所有者等に対する助言・指導や勧告 

等の手続きを進め、その解消を図ります。 
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Ⅳ 具体的施策 

 

≪施策体系≫ 

基本方針 具体的施策 

１． 空家等の発生予防及び 

適切な管理の促進 

（１） ワンストップ窓口の設置 

 

（２）町民等への啓発 

  ・空家等の管理の重要性等について、広報おやま、町ホー

ムページで PR 

（３）所有者等に対する助言・指導 

  ・不動産バンク、各種補助制度、空家管理ビジネス等の周

知・活用 

２．空家等の調査及び情報管理 

（１）空家等の情報収集 

  ・区長会への調査、町民等からの情報提供 

（２）現地調査等の実施 

  ・情報提供のあった空家等に対する現地調査 

   ⇒区分 A~D に分類 

（３）空家等データベースの構築 

  ・空家等の所在地、所有者、現況、所有者等への助言・指

導の状況をデータベース化 

３．空家等の利活用促進 

（１）不動産バンクの活用 

  ・所有者等へ登録を促し、ホームページで PR 

（２）各種補助制度の活用 

  ・危険空き家解体事業補助金等の活用 

（３）多様な利活用方策の検討 

  ・町による借り上げ（創業者支援、町営住宅等として活用

の検討） 

４．特定空家等の解消 

（１）立入調査の実施 

  ・空家判断区分 D の空家等に対し、立入調査を実施 

（２）特定空家等の認定 

  ・立入調査の結果及び小山町空家等対策協議会での協議を

踏まえ、町長が認定 

（３）特定空家等に対する措置 

  ・小山町空家等対策協議会での協議を踏まえ、助言、指導、

勧告、命令、代執行を実施 

表Ⅳ-１ 基本方針及び施策
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１ 空家等の発生予防及び適切な管理の促進 

 【目標指標】 

項 目 目 標 

町民等からの空家等に関する相談への対応率 100％ 

（１）ワンストップ窓口の設置 

町民や所有者等からの相談等に的確に対応し、町民等から空家等の情報を寄せてい

ただくことができるよう、広報おやま、小山町ホームページ等を通じ、ワンストップ

窓口等の周知など持続的な活動を行います。 

 

 

 

 

 

 

 
図Ⅳ－１ ワンストップ窓口 

（２）町民等への啓発 

空家等の適切な管理を行うことの重要性や管理不全の空家等が周辺地域にもたらす 

諸問題、本町が取り組む空家対策（空家等の利活用促進、特定空家等への措置等）に 

ついて、広報おやま、小山町ホームページ等を通じ、町民等への啓発を引き続き行い

ます。 

（３）所有者等に対する助言・指導 

空家等の発生予防、適切な管理及び利活用促進を図るため、空家等の適切な管理の

重要性や、所有者の工作物責任4等に関する意識の涵養や理解増進を図るとともに、空

家等対策に関する制度の周知・活用を促進するなど、所有者等の実情や空家等の実態

に応じた助言・指導を引き続き行います。 

さらに、空家等を所有し、又は将来的に空家等となる可能性のある住居を所有する

高齢者に対し、福祉機関と連携し、空家等の適正管理等についても啓発を行います。 

【空家等対策に関する制度】 

   ・不動産バンク、町の補助制度（危険空き家解体事業補助金 等） 

・空家管理ビジネス5 

 

 

 

 

                                                   
4 空家等の倒壊や外壁の落下等により他人に損害を与えた場合に所有者が負う賠償責任（民法第 717 条）。 

5 不動産事業者が業として、所有者等に代わって空家等の管理を行うもの。 

町 民 等  
 

所有者等 
都市整備課 

【ワンストップ窓口】 

 

空家等に関する相談 

(発生予防、適正管理、利活用 等) 

空家等の情報提供 

（空家等の発生、苦情 等） 
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２ 空家等の調査及び情報管理 

 【目標指標】 

項 目 目 標 

区長会を通じた空家等の情報収集 毎年１回 

空家等の情報に基づく現地調査 情報収集後１カ月以内 

 

（１）空家等の情報収集 

火事や災害といった防災面や、草木の繁茂や小動物の出入りといった衛生面等で周

囲に悪影響を及ぼすおそれのある空家等を把握するため、毎年定期的に区長会への調

査を行います。 

また、ワンストップ窓口等を活用し、随時、町民等からの情報を収集します。 

 

（２）現地調査等の実施 

情報収集した空家等について現地調査（外観調査）を行うとともに、水栓の状況や、

建物・土地の権利関係等に関する調査を行います。 

また、現地調査等の結果、空家等の状況について次のＡ～Ｄの４区分に分類、整理

します。 

区分 空家等の状況 対 応 

Ａ 利活用が可能 
所有者等に対し、流動化（不動産バンクへの登録等）

を促す。 

Ｂ 利活用が困難 
所有者等に対し、建物の解体及び土地の流動化（不

動産バンクへの登録等）を促す。 

Ｃ 

危険な状態等であるが、

周囲へ影響を及ぼすお

それがない 

当面は所有者等に対し、建物の解体及び土地の流動

化等、自主的な対応を促す。周囲へ影響が及ぶおそ

れが生じた段階で、Ｄ区分に分類替えを行う。 

Ｄ 

危険な状態等であり、周

囲へ影響を及ぼすおそ

れがある 

空家等対策協議会の意見を踏まえ、特定空家等に認

定し、必要な措置（助言、指導、勧告、命令、行政

代執行）を講ずる。 

Ⅳ表-１ 空家等の判定区分 

（３）空家等データベースの構築 

調査結果を基に、空家等の所在地、所有者、現況等の情報をはじめ、所有者等に対 

  する指導等の経過等についての情報を「空家等データベース」として構築します。 
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図Ⅳ－２ 空家等の調査及び情報管理の流れ 

 

３ 空家等の利活用促進  

 町が収集した空家等の流通及び、町への移住・定住を促進するため、利活用可能な空家

の情報共有や各種補助金の周知を持続的に行う。 

 

（１）不動産バンクの活用 

   空家等のうち利活用できるものについては、所有者等に不動産バンクへの登録を促

し、賃貸・売買物件情報を掲載した小山町ホームページ等を通じて広くＰＲを行い、

流動化を図ります。 

 

図Ⅳ－３ 小山町ホームページ「ＡＳＵＯ」による不動産バンクのＰＲ 
 

（２）各種補助制度の活用 

   危険空き家解体事業補助金をはじめ、個人住宅取得資金利子補給金、浄化槽設置事

業補助金、木造住宅耐震補強助成事業（プロジェクト TOUKAI-0）等、各種補助制度の

活用により、本町に移住、定住する人の住宅建設や借家の利用や、危険空き家の解体

等を支援します。 

 

情報収集

・区長会（毎年） 

・町民等（随時） 

現地調査
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●危険空き家解体事業補助金 

対  象 補助率等 

危険空き家を解体、撤去するための経費 

（助言、指導、勧告に従って措置する場合） 
事業費の１/３以内（上限３０万円） 

（注）危険空き家が違法建築物（建築基準法等に違反）の場合は補助金の対象外 

（３）多様な利活用方策の検討 

空家等の利活用に当たっては、不動産バンクへの登録 

による民間での売買や賃貸を促進するほか、町で空家等  

を借り上げ、創業者の支援や、町営住宅、さらには福祉 

施策等で活用することも考えられることから、空家等の 

状況に応じた利活用方策について個別に検討します。 

                           

 

 

４ 特定空家等の解消 

 【目標指標】 

目標指標 目 標 

特定空家等に対する措置（助言・指導）の着手時期 認定後１カ月以内 

（１）立入調査の実施 

現地調査の結果、区分Ｄに分類された空家等について、所有者等への助言、指導等 

を的確に行うため、法第９条（条例第７条）に基づく立入調査を実施し、空家等の状 

態を詳細に把握します。 

 

（２）特定空家等の認定 

立入調査の結果、特定空家等と認められるものは、空家等対策連絡調整会議及び空

家等対策協議会での協議を踏まえ、特定空家等に認定します。 

 

 

（３）特定空家等に対する措置（措置の流れ） 

特定空家等の解消を図るため、所有者等に対し、法の規定に基づく措置（助言、指

導、勧告、命令、代執行）を講じます。 

措置の実施に際しては、国のガイドラインに基づき、特定空家等が周辺の建築物や

通行人等に及ぼす悪影響の程度や危険等の切迫性を勘案し、総合的に判断するものと

します。 

なお、措置の決定は、空家等対策連絡調整会議及び空家等対策協議会での協議を踏

まえて行います。 
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特定空家等に対する措置の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

立入調査（町職員等） 

＜法第９条＞ 

特定空家等の認定（町長） 

必要な措置の助言又は指導（町長⇒所有者等） 

＜法第 14条第１項＞ 

必要な措置の勧告（町長⇒所有者等） 

＜法第 14条第２項＞ 

勧告に係る措置の命令（町長⇒所有者等） 

＜法第 14条第３項＞ 

行政代執行（町長） 

＜法第 14条第９項＞ 

※所有者等から全額費用徴収 

空家等対策 

協議会 

助言又は指導に係る措置が 

履行されない場合 

正当な事由なく勧告の措置が 

履行されない場合 

（措置が履行されない場合） 

意見 

空家等対策 

協議会 

意見 

略式代執行（町長） 

＜法第 14条第 10 項＞ 

 

 

 

所有者等を確知 

できない場合 

※所有者等が確知できない 

ため、費用徴収不可 

固定資産税等の 

住宅用地特例除外 

※拒否した場合 

→ 過料 

（20 万円以下） 

※違反した場合 

→ 過料 

（50 万円以下） 

空家等対策 

協議会 

意見 

空家等対策 

協議会 

意見 

図Ⅳ－３ 特定空家等に対する措置の流れ 
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Ⅴ 計画の推進 

１ 推進体制 

（１）ワンストップ窓口 

都市整備課に設置したワンストップ窓口において、空家等の所有者等や町 

民からの空家等に関する相談等に適切に対応します。 

 

（２）空家等対策連絡調整会議 

庁内の関係各課長等（都市整備課長、総務課長、税務課長、住民福祉課長、建設課

長、都市整備課長、上下水道課長、危機管理局長、小山消防署副署長）で構成する空

家等対策連絡調整会議において空家等の対策について情報共有を図るとともに、施策

の実施に向けた調整等を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

図Ⅴ－１ 空家等対策連絡調整会議の構成 

 

（３）空家等対策協議会 

町民代表や学識経験者等で構成する空家等対策協議会において、特定空家等に対す

る措置等、本計画に定める施策の実施について協議するとともに、施策の効果を検証

します。 

 

（４）空家等対策協力隊 

空家等の対策に協力し、現場で活動する事業者等で構成する空家等対策協力隊を組 

織し、官民が連携して空家等対策を推進します。 

 

 

 

 

都市整備課課 

（空家等対策全般） 

総務課 

（環境・防犯） 

建設課 

（道路要件） 

危機管理局 

（危機管理） 

小山消防署 

（火災防止） 

（危機管理） 

連絡調整会議 ＜情報共有＞ 

都市整備課 

（景観保全） 

税務課 

住民福祉課 

 

＜施策の調整＞ 

上下水道課 

（給水） 
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実 行 

ＤＯ 

計 画 

ＰＬＡＮ 

評 価 

ＣＨＥＣＫ 

改 善 

ＡＣＴＩＯＮ 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅴ－２ 小山町空家等対策計画の推進体制 

 

２ 効果の検証と計画の見直し 

空家等対策計画を着実に実施するため、毎年度、施策の実施状況等を空家等対策協議

会に報告し、施策の効果を検証し、必要に応じ計画の見直しを行います。 

 

 

 

計画の策定 

施策の実施 

効果の検証 

計画の見直し 

小山町 空家等対策協議会 
 

・町長（会長） 

・地域住民、町議会議長、 

学識経験者（法務、不動産、

建築）、関係行政機関 

・  

・

・効果の検証 

空家等対策協力隊 

・意見・助言

ワンストップ 

窓  口 

連絡調整会議 

町民等 

・相談 

・

連携 

図Ｖ－３ 小山町空家等対策計画のＰＤＣＡサイクル 


